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1　はじめに
　香川県知事が「本州四国連絡橋」（以下，「本四架橋」）構想を発表したのは1889年である。そ
れが国家プロジェクトとして具体化したのは構想から80年経った1969年，「新全国総合開発計
画」（以下，「新全総」）においてである。「新全総」が「本四架橋」を国土計画・国家プロジェ
クトの1つとして位置づけ，それも「三架橋」計画として事業決定し，同時着工を急いだ背景
には，周知のように，わが国が生産大国化・経済大国化をめざし地方・遠隔地に新規の大規模
生産拠点を開発・造成する必要があるとする，高度経済成長期以降の国家的な戦略があ
る（注1）。だが，これだけではどうして「三架橋」計画かについて理解するには不十分である。
高度経済成長期以降に相次いだ新幹線網整備計画や高速道路網整備計画，東京湾横断道（東京
湾アクアライン）に代表される大規模橋梁建設計画，そして現時点，建設の必要性を疑問視さ
れつつ，かつ住民等の反対運動に抗しつつ計画や着工を急ぎ，社会問題や政治問題の様相を呈
している大型公共事業（ダム，河口堰，空港，港湾など）の背後には，建設業界や建材業界
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（鋼材やセメントなど）などの強力な企業戦略がある。
　「本四架橋」は国家プロジェクトの1つとして事業決定され，4年後の1973年に工事に着工
されたが，それも束の問，同年秋に勃発したオイルショックに原因し，工事は中断を余儀なく
された。前途多難の船出であったが，そのじつ「本四架橋」事業は難産をきわめた。実際，工
事の本格着工は大幅に遅れ，本格着工にとぎ着けたのは1978年，瀬戸大橋（児島～坂出，37．3
キロ）が自動車道（「一般国道30号線」）と鉄道（rJR瀬戸大橋線」）の併設橋として完成・開
通したのは1988年である。「新全総」が事業決定してから20年，本格着工から10年経った1988年
に完成・開通した勘定である。明石大橋（神戸市～鳴門，89．0キロ，自動車道）が2つめの
「本四架橋」として完成・開通したのは瀬戸大橋の開通から10年経った1998年，西瀬戸大橋
（尾道～今治，59．4キロ，自動車道）が3つめの「本四架橋」として完成・開通したのは明石
大橋の開通から1年後，1999年である。香川県知事が「本四架橋」の必要性を訴え，構想が浮
上してから100年後，21世紀直前に全面開通にこぎ着けている。構想から完成まで足掛け2世
紀にわたる国家事業であった。
　ところで，前稿（rr本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（1）」「立正大学社
会福祉研究所年報第2号」所収）で呈示したように，「本四架橋」の場合も，高度経済成長期以
降に国が数次の「全国総合開発計画」や，都道府県など自治体が「長期計画」や「基本構想・
基本計画」あるいは「実施計画」などを通じて策定した新幹線や高速道路，空港や港湾，大規
模生産拠点などの建設を意図した大規模開発事業と同じく，計画・着工段階において，開発が
地域経済や自治体行財政に及ぼすメリットを過度に強調した，いわゆる開発効果論をベースに
している（注2）。そこで，ここでは瀬戸大橋の架橋事業について，地元の香川県や香川県経済界
などが計画・着工段階において予測・期待した開発効果が架橋完成・開通後，実際どのような
経緯をたどったか，いわゆる開通前の予測・期待と開通後の現実・実態について検討・検証す
る。
2．「本四架橋」（瀬戸大橋）の事業概要と関連事業
　周知のように，「本四架橋」は「本州四国連絡橋」の略称である。瀬戸大橋（岡山県児島市～
香川県坂出市）は「本四架橋」として最初に本格的に着工され，完成・開通にこぎ着けた連絡
橋であるが，その後，完成・開通した明石大橋や西瀬戸大橋と決定的に違う点が1つある。そ
れは瀬戸大橋が自動車道（「一般国道30号線」，以下，「瀬戸中央自動車道」，37．3キロ）と鉄道
（rJR瀬戸大橋線」，以下，「本四備隠線」，32．4キロ）の併用橋である点にある。
　図1が示すように，「瀬戸中央自動車道」は岡山県早島町で一般国道2号および山陽自動車
道と接続し，水島IC，児島IC，鷲羽山トンネル，下津井瀬戸大橋（1447m），櫃石島高架橋
（1316m），櫃石島橋（792m），岩黒島橋（792m），与島橋（877m），与島高架橋（718m）1北
雪嶺瀬戸大橋（1611m），南備讃瀬戸大橋（1723m），番の洲高架橋（2939m）を経て香川県坂
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出市の坂出北ICで一般国道11号，坂出ICで四国横断自動車道と接続予定の自動車専用道で
ある。鉄道橋としてはJR西日本宇野線と倉敷市茶屋町（植松駅）で分岐し，児島駅経由で瀬
戸大橋の出入口・鷲羽山トンネルを経て自動車道と橋梁を供用し（上部を道路，下部を鉄道），
下津井瀬戸大橋等を経て香川県坂出駅および宇多津駅においてJR四国予讃本線に連絡してい
る。
　　　　　　　　　　　　　図1　：本州四国連絡橋児島一坂出ルート
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：本州四国連絡橋公団
　いずれにしても瀬戸大橋は完成時，世界最長の鉄道橋であった。吊り橋としては南備讃瀬戸
大橋が世界第5位，北備讃瀬戸大橋が世界第12位と記録に残る橋梁であった。その意味でも瀬
戸大橋は名実ともに世界を代表する長大な橋梁である。高架橋や吊り橋としてのスケールにと
どまらず，建設に要した事業費も1兆1338億円と膨大である。その1兆円余は瀬戸大橋の建設・
にかかわる事業費にすぎず，関連事業費を含めると事業費総額はさらに膨張する。このことは
瀬戸大橋関連事業として四国4県が計画・着工した四国横断自動車道の建設や一般国道拡幅・
整備事業など公共事業として費消した事業経費などを勘案すると，瀬戸大橋関連事業費の総額
は膨大である（注3）。それに四国内外の企業などが瀬戸大橋の開通に経済的波及効果を期待し，
工場やホテルや遊園地などを建設するため投じた事業費をくわえると，瀬戸大橋関連の事業費
はさらに膨張する。
　ところで，「本四架橋」の研究では建設事業費の分析や，架橋事業が自治体財政に及ぼす影響
など財政分析は重要な研究課題の1つであり（注4），筆者も研究計画の1つとして財政分析を予
定している。、ここでは「本四架橋」関連事業費の大きさを垣間みる意味で，・1982年～1988年の
公共投資額の大きさを示すにとどめるが，表1からは少なくとも以下の点を読み取ることがで
きる。
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　1つは，「本四架橋」関連の少なくとも1982年以降の公共投資額は，年間1兆円前後に達して
いることである。
　2つは，事業主体である本四連絡橋公団が主に「本四架橋」の建設費として完成直前の1987
年まで年間1千億円超を投資していることである。
　，3つは，四国横断自動車道の建設などを所管する日本道路公団が投資する事業費も数百億円
に達していることや，瀬戸大橋関連事業などとして中国四国農政局や四国地方建設局，第三港
湾建設局など省庁の出先機関が投資する事業費総額が年間1千億円超に達していることであ
る。
　4つは，くわえて，四国4県がそれぞれ年間1千億円～．2千500億円の公共事業費を予算化
していることである。
　瀬戸大橋の建設に関連し投資する膨大な事業費の財源と投資効果，事業費の財源確保に伴う
とくに県や市町村の行政財政運営上の問題については十分な檎証が必要であるが，ここでは検
証の一切を省く。
　　　　　　　　　　　　　表1　公的機関別の行政投資額　単位は億円
1982年 1983年 1984年 1985年 1986年 1987年 1988年
中国四国農政局 182 179 177 186 167 212 一
第三港湾建設局 16！ 135 166 226 191 205 ㎜
中国地方建設局 617 686 657 718 786 1，000 1，035
中国地建営繕部 7 8 10 16 17 15 一
徳　　　島　　　県 1，758 1，646 1，609 L561 1，601 1，823 2，019
香　　　川　　　県 1，285 1，318 1，214 1，321 1，358 L492L763
愛　　　媛　　　県 2，307 2，225 2，199 2，244 2，232 2，606 2，669
高　　　知　　　県 1，960 1，999 2，019 2，031 2，038 2，157 2，287
国鉄・四国総局 122 90 101 140 163 一 一
日本電電公社 129 131 一 一 　 一 一
住宅都市公団 23 19 7 10 12 7 一
日本道路公団 260 384 620 717 668 855 811
本四連絡橋公団 770 1，381 1，898 1，925 1，580 941 110
下水道事業団 71 82 78 50 65 59 一
地域整備公　団 16 12 9 16 24 21 一
合　　　　　　　計 9，668 10，295 10，89411，16！ 10，89611，39311，230
（注）1．香川県企業振興公社編『昭和63年度版香川県の経済一瀬戸大橋の架橋と香川県経済の変化』に
　　　より筆者が作成したが，数値は百十四銀行。
　　2．四扇子県の公共投資額には市町村分も含む。
　　3．日本電電公社の1985年以降については民営化されたことで表から外した。
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表2　架橋関連の主要開発プロジェクト（国・地方公共団体）
プロジェク　ト名 施　行　主　体　な　ど
産業立地施策 香川田園テクノポリス 香川県，5市7町等
物流拠点施設整備
瀬戸大橋流通センター（3ヶ所） 香川県，香川県土地開発公社，
n域振興整備公団，宇多津町
三田川地区流通関連業務用地 香川県
高松空港跡地利用計画 香川県
新宇多津都市建設 地域振興整備公団，宇多津町
高松港頭地区再開発 香川県，運輸省，建設省，高松市
クリエイティブ高松プロムナード 建設省，高松市
高松琴電瓦町駅整備事業 高松市，民間
片原町駅周辺再開発 高松市，民間
都市の再開発
シェイプァップマイタウン構想 坂出市，民間
丸亀駅周辺再開発 丸亀市，民間，JR四国
観音寺市駅周辺再開発構想 観音寺市，JR四国，民間
コミ』?jティーマート構想 ：丸亀市，商店街
太田第二土地区画整理事業 高松市
アメニティタウン構想 丸亀市
瀬戸内・サンリゾート構想 香川県，4市25町
香川中央広域公園（仮称）整備事業 香川県（新空港周辺整備）
瀬戸大橋記念公園整備事業 香川県
国営讃岐まんのう公園 建設省
オリーブワールド整備構想 香川県，内海町
生島マリーナ計画 香川県
観光・レクリ開発
本島リゾート開発 丸亀市（町並み保存），民間
有明浜周辺レクリェーション開発 観音寺市，第三セクター
おおかわ家族旅行村整備事業 津田町，大川町，寒川町，
蜷??矧J発組合，民間
大串半島開発整備計画 志度町，民間
家族旅行村計画 池田町，第三セクター
仁尾町リゾート開発計画 仁尾町，民間（マリーナ建設）
瀬戸大橋架橋記念博覧会 香川県，市，町
イベント
香川ルネサ：ノス計画 香川県，市，町
コンベンション 香川県民ホール 香川県
（注）1．道路整備等の交通基盤整備事業は除く。
　　2．出典：香川県企業振興公社『瀬戸大橋の架橋と香川県経済の変化』
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　そして実際，香川県や県下の市町村は瀬戸大橋の開通に経済効果や財政効果など波及効果を
期待し，多様な開発プロジェクトを計画・着手してきた。表2は瀬戸大橋の開通に波及効果を
期待し，国や香川県などが計画・着手した主要プロジェクトである。プロジェクトの内容は産
業立地関連事業（「香川田園テクノポリス」），物流拠点施設整備事業（「瀬戸大橋流通セン
ター」「詰田川地区流通関連業務用地」），都市再開発事業（「高松空港跡地利用計画」「新宇多津
都市建設」「高松港頭地区再開発」「クリエイティブ高松プロムナード」「高松琴電瓦町駅整備事
業」「片原町駅周辺開発事業」「シェイプアップマイタウン構想」「丸亀駅前再開発事業」「観音
寺市駅周辺開発構想」「コミュニティマート構想」「太田第二土地区画整理事業」「アメニティタ
ウン構想」），観光・レクリェーション関連事業（「瀬戸内サンリゾート構想」「香川中央広域公
園整備事業」「瀬戸大橋記念公園整備事業」「国営讃岐まんのう公園」「オリーブワールド整備構
想」など），イベント事業（「瀬戸大橋架橋記念博覧会」や「香川ルネサンス計画」），コンベン
ション事業（「香川県民ホールDなど多彩である。
　以上は公的機関のプロジェクトであるが，一部には県内企業も参加している。開発プロジェ
クトにはこのほか，県内外の企業が瀬戸大橋の開通をビジネスチャンスととらえ，企業進出や
ホテル建設などに乗り出す企業主導のプロジェクトもある。たとえば，日本通運や西濃運輸な
ど運輸業界の大手企業は配送センターの整備に乗り出し，ホテル業界はホテル建設に乗り出し
建設ラッシュを迎えている。このことはこの間のホテル客室数の急増などにあらわれている。
香川県の場合，客室数は1987年の3，620室が開通時の1988年には5，247室，1989年には5，804室
に激増している。観光客の急増を期待し，愛媛県でも，客室数はこの間に3，620室，4，536室，
5，094室と急増している。徳島県と高知県の客室数もこの間に775室，868室，1，351室と2，480
室，2，717室，2，833室に激増もしくは微増している。瀬戸大橋の開通に観光客や宿泊客の急増
を期待するなど経済的波及効果を期待した企業の先行投資的行動がこれらの数値の伸びにあら
われている。
　工場立地件数も開通に経済的効果を期待し急増している。香川県の工場立地をみる．と，開通
前5年間の工場立地は129件（！983年が27件，1984年が23件，1985年が29件，1986年が29件1
1987年が21件），開通後の5年間の工場立地は280件（1988年が62件‘，1989年が55件，1990年が
48件，1991年が73件，1992年が42件），2．17倍に急増している。’しかも開通後の工場立地は全県
に及んでいる。開通前（！983年～1987年）の工場立」担は詫間町の25件，高松市や坂出市の12件
を中心に臨海地域の一部に集中しているが，開通後（1988年目1992年）の工場立地は高松市の
28件を筆頭に，詫間町の26件，坂出市の22件，丸亀市，大野原町，香南町の14件，豊中町の13
件，観音寺町や三木町の12件，志度町の10件など県内全域で展開されている（工場立地がな
かったのは9町のみ）。開通後に立地した企業の本社を地域別にみると，県内企業が280社中
250社（8σ％）と圧倒的に多く，以下，近畿が22社（7．9％），四国が19社（6．8％），関東が8社
　（2．9％），中国が5社（1．8％）の順である。工場立地の44．3％，124件は新設，移転が
40．7％，114件，手狭な工場の移転が15，0％，，42件である。工場立地を業種別にみると，一般機
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械が47件（16．8％），金属製品が45件（16．1周目，食料品が33件（11．8％），パルプ・紙炉26件
（9。3％），電気機械が23件（8．2％），これを業種3類型別にみると，基礎素材型が43．6％，加
工組立型が28．9％，生活関連婚姻が27．5％立地している。
　つぎに開通に備えた四国側の鉄道と道路の整備計画についてみる。鉄道の整備事業として
は，「本四備讃線」の開通に備え，国鉄（JR四国）は四国側の受け皿を期待し，予讃本線や土
讃本線の複線化，電化，立体交差化など整備事業を計画し着手している。開通前に高松～坂出
間（21．6コ口）と丸亀～多度津問（4．2キロ）の複線化にこぎ着け，坂出～宇多津間を複線化す
る事業に着工している。予讃本線の高松～観音寺離間（56．8キロ）と土讃本線の多度津～琴平
間（11．3キロ）を電化し，開通前には坂出駅と丸亀駅を立体交差化している。道路整備でば
　「瀬戸中央自動車道」の受け皿として四国横断自動車道を計画したが，開通前には完成してい
ない。その一方，一般道として，高松都市圏や中讃都市圏を連結する幹線道を期待し「国道11
号バイパス」や「臨海産業道路」（県道）の整備を計画している。さらに一般国道として，「国
道11号高松東道路（高松東バイパス）」「国道32号バイパス」「国道319号バイパス」「国道32号満
濃バイパス」「国道193号バイパス」，県道として「高松長尾大内線バイパス」などの整備を計画
しているが，開通前に完成しない道路も少なくなかった。
3．瀬戸大橋の開通と波及効果
　香川県や県内経済界が瀬戸大橋の開通に何を期待してきたかは，『昭和63年版香川県の経済
一瀬戸大橋の架橋と香川県経済の変化』（香川県企業振興公社）など県や経済界がまとめた報
告書に示されている。詳細は拙稿「『本四架橋』の地域経済に及ぼす実証的研究（1）」に譲るが，
香川県や経済界が開通に期待した効果は以下からなる（注5）。
　1）国や香川県やJR四国などは瀬戸大橋の開通に備え，道路や鉄道など交通基盤を整備す
る。これが交通輸送量の増大や時間短縮存ど交通輸送体系に変化を与えるなど具体的効果をも
たらす。
　2）こうした交通環境の変化は「地域構造の変化に結び」つき（地域経済の活性化や都市の
機能整備’ ﾐ会・生活の変化）灌業・技術の振興や企業の翻進出につながり，観光開悟
イベント計画を誘発するなど県内の受け皿の整備に結びつく。
　3）それが観光客の大量流入，広域観光圏の形成，観光関連産業の進出，海上・航空輸送の
変化などを通じて「人の流れ」や「物や情報の流れ」を変え，醸成し，結果：的に地域構造の変
化を促す。
　問題は開通後，県や経済界が期待レたとおづの展開をたどったかどうかである。そこで，以
下，開通後の香川県内の「人の流れ」「物の流れ」など諸変化について検討・検証する。その前
に「本四架橋」および関連事業の着工，完成・開通に伴う効果や変化が開通前・開通直後・開
通後のどの段階で具体的に発生・発現するみか確認することも重要である。
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　　「本四架橋」および関連事業の効果や変化の段階別の発生・発現については，本州四国連絡
道路等インパクト調査委員会が開通時（1988年3月）に示した予測が役に立つ（同委員会編
r昭和62年度本州四国連絡道路等インパクト調査報告書』）。委員会は効果や変化が瀬戸大橋の
供用開始前，供用開始直後（短期），供用開始後中長期のどの段階で発生・発現するかについ
て，表2に示す詳細な予測を行っている（注6）。これによれば，表3が示すように，供用開始前
の効果は，瀬戸大橋の建設に伴う有効需要の創出，生産増，雇用増，付加価値増（所得増・税
収増）など事業効果に限られ，しかも効果が期待できる事業例はきわめて少ない。事業効果以
外の直接効果（空間機能に関する効果，交通の経済性向上，交通の利便性の増大，交通の快適
性向上，交通パターン）や間接効果（企業行動の変化，生活行動の変化，交通流動の変化，地
域社会の変化）の多くは，瀬戸大橋供用開始以降に発生・発現すると予測している。
　　　　　　　　　　　　　　表3　瀬戸大橋の波及効果と段階別発生
大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象　　　　例 インパクトｭ現時期＊
事業効果 有効需要の創出 ○ △ ×
生産増
?
△ ×
雇用増
?
△ ×
付加価値増 所得増 ・世帯の所得増
E企業の利潤増
??????
税収増 ・国税収入の増加
E地方税収入の増加
○・ ????
直接効果 空間機能に関す
骭?ﾊ
景観要素 ・観光資源としての瀬戸大橋 ○ ○ ○
収容空間 ・鉄道等の収容 × ○
?
交通の経済性向 走行時間の短縮 ・主要都市間の時間距離短縮
E総走行時間の短縮（→時問便益）
E1台当たり時間便益の増大
E産地・消費地間所要時間の短縮
E工場・消費地間所要時間の短縮
???????????????
交通の経済性向 走行経費の節約 ・主要都市間の走行経費節約
E総走行台キロの短縮（→走行便益）
E1台当たり走行便益の増大
E産地・消費地間走行経費の節約
E工場・消費地間走行経費の節約
???????????????
物流効率の向上 ・大量輸送処理の実現 ? ○
?
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大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象　　　　例
インパクト
ｭ現時期＊
交通の利便性増 等時間圏の拡大 ・日帰り可能圏の拡大 ×
?
○
大 ・医療圏の拡大
? ○
?
・通勤・通学圏の拡大 × △ ○
・買物圏の拡大 ?
?
○
・観光地の背後圏拡大 ×
? ?
交通信頼性の向 ・フェリー代替による遅延・欠航の解消
? ○ ○
上
交通の快適性向 運転者疲労度の ×
?
○
上 軽減
交通パターンの 品目別機関分担 ・農産物輸送機関・ルートの変化 ×
?
○
変化 の変化 ・工業品輸送機関・ルートの変化 × ○ ○
旅客流動の変化 ・輸送機関の変化 ×
?
○
・移動目的の変化 × △ ○
瀬戸大橋誘発交 ・本州四国間移動交通量：の増大 × △ ○
通量
間接効果 瀬戸大橋影響圏 道路交通の変化 ・既存道路の混雑緩和
? △ ○
における交通量
変化 他の機関の交通 ・フェリー利用の減少 × ○ ○
の変化 ・航空機利用の減少
農林水産業への 出荷量の変化 ・主要産品の出荷量の変化 × △
?
影響 ・主要産品の出荷額の変化 × △
?
出荷先の変化 ・主要出荷先への出荷量の変化 × △
?
企 ・新たな出荷先の開拓 X △
?
農業経営の変化 ・作付面積の変化（品目別） × △ ○
業 ・農家数の変化 × △ ○
・専業・兼業比率の変化 × △ ○
行
工業への影響 工業立地の進展 ・工場の新規立地 △ ○ ○
動 ・既存工場の拡大 △ ○ ○
工業の高付加価 ・業種構成の変化（事業所数，従業者数） △ △ ○
の 値化 ・主要産品の変化 △ △ ○
・粗付加価値額の増大 △ △
?
変
商業への影響 新規立地の進展 ・大規模小売店舗の新規立地 △ ○ ○
? ・卸売商店数の変化 △ ○ ○
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大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象．　　例 インパクトｭ現時期＊
・小売商外数の変化 △ ○ ○
事業所規模の変 ・規模別店舗数の変化 △ ○
?
化
生
観光への影響 施設規模等の変 ・規模別ホテル・旅館数の変化 △ ○ ○
活 化 ・新たな観光拠点の形成 △ △ ○
行 観光ルートの変 ・新規観光ルートの開発 △ ○ ○?
動
生活行動パター 商圏の変化 ・既存商圏の拡大 ? △ ○
の ンの変化 ・県外買物客の増加 × △ ○
?
都市圏の変化 ・通勤圏の変化 × △ ○
（中心都市・従 ・通学圏の変化 × △
?
化 属地域）
医療圏の変化 ・遠距離通院の増加 × △
?
観光行動の変化 ・観光目的地の変化 △ ○ ○
・観光入込客の変化 △ ○
?
・周遊性の変化 △ ○ ○
農林水産物流動 出荷時期の変化 ・品目別出荷時期の変化 ? △
?
の変化 ・大市場における季節別シェアの変化 ×一 △ ○
輸送機関等の変 ・輸送機関の変化 × ○ ○
化 ・輸送ルートの変化 × ○ ○
交 工業・商業関連 品目，出荷先等 ・入出荷品目の変化 × △
?
物流の変化 の変化 ・入出荷先の変化 × △
?
通
輸送機関等の変 ・輸送機関の変化 × ○ ○
流 化 ・輸送ルートの変化 × ○ ○
動 観光交通流動の 観光交通流動量 ・観光交通流動量の変化 △
?
○
変化 ・出発地別入込客数の変化 △ ○ ○
の ・入込客機関分担の変化 △ ○ ○
・周遊ルート別需要量の変化 △ ○
?
?
自動車交通の変 トリヅプ特性等 ・トリップ長の変化 ×
? ?
化 化 の変化 ・トリップ回数の変化 ×
?
○
・発生集中交通量の変化 × ○ ○
・地域間OD交通量の変化 X ○ ○
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大項目 中　項　目 細　　　目 事　　　　象　　　　例
インパクト
ｭ現時期＊
生産額の変化 産業別生産額の ・農業粗生産額の変化（品目別，総額， × △ ○
変化 1人当たり）
・製造品出荷額（業種別，総額，1人当 × △ ○
たり）
・卸売，小売販売額（総額，1人当たり） X △
?
・観光消費額 × △ ○
・域内総生産，純生産 × △
?
雇用機会の変化 就業者・従業者 ・就業者数の変化（産業別） △ △ ○
・従業者の変化 △ △
?
・昼夜間人口比率 △ △ ○
雇用状態 ・有効求人倍率 △ △
?
地 ・初回失業保険受給二二 △ △ ○
域
企業経営の状態 ・企業倒産件数 △ △ ○
社 ・企業倒産負債総額 △ △ ○
A万
の 人口の変化 人口分布の変化
・人口分布，世帯分布
E人口密度
??????
?
化 人口動態の変化 ・自然増減E社会増減
??????
年齢構成の変化 ・生産年齢人口の変化 △ △ ○
・老齢化指数 △ △
?
自動車利用の変 保有率等の変化 ・自動車保有台数の変化 × △
?
化 ・自動車保有率の変化 × △ ○
土地利用の変化 地目別面積の変 ・都市計画指定状況の変化等 △ △
?
化 ・地目別土地面積の変化 × △ ○
都市化の進展 ・人口集中地区KDID）面積の変化 × △ ○
・人口集中地区（DID）人口の変化 × △ ○
所得の変化 ・課税対象所得の変化 △ △
?
税収の変化 ・』草ﾅ収入の変化 △ △
?
・地方税収入の変化 △ △ ○
資産価値の変化 地価の変化 ・地目別地価変動（地域別） △ △ ○
物価の低減 ・消費者物価の低減 △ △
?
・卸売物価の低減 △ △ ○
（注）　＊左欄は「供用前」，中台は「供用後短期」，亭亭は「供用後中長期」を示す。
　　　×印は「発生せず」，△印は「少量発生」，○印は「大部分が発生」。
（資料）　本州四国連絡道路等インパクト調査委員会『昭和62年度本州四国連絡道路等インパクト調査報告
　　　書』（昭和63年3月）
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　瀬戸大橋の建設工事や四国側などの関連事業の着工に伴う有効需要がどの産業分野・業種分
野にどの程度の経済効果を惹起したか，かつ経済効果が地域経済の活性化に寄与したか，雇用
力の拡大に結びついたか，地域経済の活性化や雇用増などが市民の所得増や企業の利潤の拡大
にどう寄与し，国税や地方税など税収増に寄与したかについては，別段で検証する予定であ
る。ここでは香川県や経済界が瀬戸大橋に期待した「人の流れ」や「物の流れ」の変化につい
て，地元の銀行（百十四銀行調査部）の調査（注7）などをもとに検討・検証する。
　1）瀬戸大橋の開通に伴う影響（1）一「人の流れ」の変化
　前述のように，香川県や経済界は「本四備讃線」や「瀬戸中央自動車道」に接続する鉄道や
道路など交通基盤の整備，産業基盤の整備を期待する一方，博覧会などイベントを開催した場
合の効果や変化として，本州・四国間の時間短縮や交通輸送量の増大などを期待している。県
内の地域構造は変化し，人や物・情報の流れも変化する。県内に観光客が大量に流入し，広域
観光圏が形成され，観光関連産業も進出する，鉄道の輸送量も増大し，流通業や工場の進出も
期待できる，駅周辺や商店街の再開発も進行し，大学などの進出も期待でき，文化施設の整備
も期待できる。通勤通学圏や買物圏も拡大するであろうし，文化や情報の交流も格段に拡大・
増加するであろうなどと期待している。つまり，香川県や経済界は瀬戸大橋の開通に事業効果
のほか，直接効果や間接効、果を期待していたのである（表3を参照）。
　そこで，以下，開通後の変化・効果について具体的にみる。香川県などが期待や予測したよ
うに，開通直後の本州・四国間の旅客の移動数はたしかに急増している。表4が示すように，
旅客の移動数は開通直前（1987年）の3，166万人から開通直後の1988年には5，034万に急増して
いる。旅客移動数の急増が瀬戸大橋の開通，いわゆる「本四備輝線」や「瀬戸中央自動車道」
の開通に原因することは明らかである。瀬戸大橋車両通行量や瀬戸大橋特急線バス，JR瀬戸
大橋線（「本四備讃線」）の旅客移動数に端的にあらわれている。「本四備讃線」の利用客は開通
前の428万人から1，100万人に倍増し，「瀬戸中央自動車道」は新たに1，414万人（車両通行
1，372万人，特急線バス42万人）の旅客移動数を開拓している。瀬戸大橋の開通により船便
（フェリー・旅客船）と航空機の利用者は鉄道と自動車に奪われたが，航空機の利用減は軽微
にとどまっている。
　その一方，表4は瀬戸大橋の開通後の問題点を浮き彫りにしている。開通に過剰期待を寄せ
ることの危険を示唆している。旅客数の増加などの効果は開通直後の一過的現象にすぎない。
急増の一途をたどるとした県などの思惑は外れている。開通直後の1988年に1，372万人であっ
た瀬戸大橋車両通行量は，1年後の1989年には30％減の1，029万人，1990年間は1，000万人に減
少している。1991年には減少に歯止めがかかったが，それでも1，143万人に戻したにすぎず，開
通直後にははるかに及ばない。四国横断自動車道が間に合わなかったことも影響しているであ
ろうが，高速自動車道の未整備が伸び悩みのすべてではない。その証拠に四国横断自動車道が
一部供用（普通寺～川之江）を開始した1992年の車両旅客数も1，196万人，依然伸び悩んでい
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表4　四国本州交通機関別旅客移動数　単位は1000人
1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年
瀬戸大橋車両通行量 一 13，717 10，292 10，003 11，432 11，957
瀬戸大橋特急線バス ㎜ 419 370 255
185 101
JR（瀬戸大橋線） 4，278 10，997 9，879 10，245 10，906 10，681
フェリー・旅客船 22，995 20，836 20，388 20，795 20，880 20，515
航空機（東京・大阪） 4，393 4，375 4，830 5，370 5，663 5，592
合　　　　　　　計 31，666 50，344 45，759 46，668 49，066 48，846
（注）1．原資料は運輸省四国運輸局『本州・四月間の旅客及び貨物の動向』。
　　2．瀬戸大橋車両通行量には特急線バスは含まない。瀬戸大橋車両通行量の移動客数は普通車と軽
　　　等を車両1台当たり2．3人，大型車（トラック等）1風あたり1，8人，特大車（観光バス）1台当た
　　　り23人として推計した。
　　3．JR（本四備白線）の1987年度および1988年4月1日～9日については宇高連絡船の実績を示
　　　している。
　　　　　　　　　　表5　瀬戸大橋通行車両の車種別推移　単位は台，％
車　　　　種 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年92年／88年
普　　　通　　　車 2，864，0962β35，1512．508β582，913，6063，131，673 93
大　　　型　　　車 439，972601，481726，5！0 815，332838，017 90．5
特　　　大　　　車 245，200143，872103，011 114，015 112，317 △54．2
軽　　　　　　等 303，571229，949242，351 278，900228，365 △5．0
合　　　　　　計 3，852，8393，3！0，453 ，580，2304，121，8534．370β72 13．4
1　日　平　　均 10，823 9，070 9β09 11，262 11，974 10．6
　（注）1．出所は四国運輸局の数値。
　瀬戸大橋を通過する車両数も期待通り増えつづけてきたわけではない。表5が示すように，
開通直後（1988年）の利用車両は3，852，839台であるが，1年後の利用車両は3，310，453台，2
年後も3，580，230台，開通4年目の1991年には4，121，853台に増えている。四国横断自動車道が
一部供用（善通寺～川之江間）を開始した1992年には4，370，372台と確実に増えているが，鳴り
物入りで開通した「瀬戸中央自動車道」の開通後5年間の伸び率13，4％は決して高くない。利
用車両の約7割は普通車であるが，開通後5年間の伸び率は10％未満，必ずしも高くない。そ
れでもここまで伸び率を押し上げたのは間違いなく普通車である（5年目が3，131，673台）。し
かしその普通車も，3年間は開通直後の2，864，096台を下回り，2年目は2，335，151台，3年目
は2，508，358台と低迷している。開通直後の利用車両数を回復するのに4年かかっている。観
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光バス（特大車）は普通車と対照的で，開通後の5年間に利用車両数が54．2％も激減してい
る。一方，大型車（トラックなど）の利用車両数は，1988年が439，972台，1989年が601，481
台，1990年が726，5iO台，1991年が815，332台，1992年が838，017台と5年間に1．9倍に激増し，
物流の主役とし丁の期待に十分応えている。期待を裏切った代表的な存在は瀬戸大橋特急線バ
スである。開通直後は42万人を輸送しているが，その後は37万人，25万人，18万人と急減の一
途をたどり，5年後には開通直後の4分の1に激減している。
　つぎに「本四備讃線」の利用状況をみる。表4が示すように，「本四備讃線」の利用者は開通
直後にバブル気味の急増を示したが，その後は他の交通機関と同・じく低迷している。伸び悩み
は瀬戸大橋関連の交通機関全体に共通しており，鉄道利用者だけではない。利用者が鉄道と道
路に分散した影響もあろうが，それ以上に，問題は過剰期待のシュミレーションを立てた側に
ある「。「本四備讃線」に関していえば，問題は「本四備讃線」の利用形態，何のために「本四多
雨線」を利用しているかである。定期的利用（旅客）をみると，圧倒的に多い利用は通学利
用，つまり，香川県内の高校生や大学生・専門学校生などが岡山県などの学校に通学するため
利用しているのである。伸び悩む「本四備画線」，利用状況を尻目に，定期的利用者だけは開通
1年後に2．4倍（宇高連絡船の利用者と比較して）に急増し，1993年には5．4倍に激増してい
る。通学利用者についてみると，1989年には3．1倍増，1993年には7倍に激増している。通勤利
用者の1989年の1．7倍増，1993年の3．7倍増と比較しても，通学利用は目立っている。瀬戸大橋
が通学通勤圏の拡大に寄与していることを示している（注8）。
　「人の流れ」という点では開通後の観光客の動向も注目されるが，表6をみると，観光客の
四国入りは，瀬戸大橋の利用状況と同様の傾向をたどっている。開通！年目に激増した観光客
も2年目には減少に転じ，以降，全体として減少傾向をたどっている。つまり，ここでも，バ
ブル現象がみられ，観光熱も急速に冷めている。瀬戸大橋が開通した1988年に四国4県に入っ
た観光客は，前年度比41．6％伸びの2，847万人，香川県の伸び率は111、1％，開通前年の490万人
から1，035方人に激増している。観光は徳島県でも13．5％，愛媛県でも24．6％，高知県でも
14．5％増加しているが，香川県の伸び率は際立っている。しかしそれだけバブルの反動が大き
く，開通2年目の1989年には2割以上減少し，3年目も前年比8．3％減少している。’S年目には
前年比7．6％増加しているが，翌5年目には再度減少に転じているl　　　r　　　　　1
　開通の集客効果と開通後の観光客の減少傾向は香川県内の5大観光地（栗林公園，屋島，．琴
平，小豆島，五色台）の観光客数にもあらわれ，開通初年度の観光客はいずれも大幅に増加し
ている。栗林公園は128．3％，屋島は77．2％，琴平は42．5％，小豆島は11．9％，五色台（坂出
市）は33．7％増加している。しかしそれも束の間，開通2年目の1989年遅は栗林公園が
16．2％，屋島が18．5％，琴平が8．1％，五色台が8．8％減ら・し，3年目の．1990年も栗林公園が
18．0％，屋島が20．6％，琴平が7．6％，小豆島が6．4％，五色台が6．7％減少している。
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表6　県別の観光客の推移と香川県内5大観光地別入り込み記数　単位は1000人
1987年 1988年 1989年 1990年 1991年 1992年対87年比
四　国　4　県合計 20，111 28，47226，06224，961 26，00925，63927．5％増
前年比 41．6 一8．5 一4．2 4．2 一1．4
香　　　川　　　県 4，904 10β51 8，265 7，583 8，160 7，94762．1％増
前年比 l11．1 一20．2 一8．3 7．6 一2．6
徳　　　島　　　県 5，171 5，867 5，464 5，406 5，490 5，3723，9％増
前年比 13．5 一6．9 一1．1 1．6 一2．1
愛　　　媛　　　県 6，086 7，581 7，545 7，274 7，548 7，15317．5％増
前年比 24．6 一〇．5 一3．6 3．8 一5．2
高　　　知　　　県 3，950 4，524 4，815 4，711 4，798 5，1773L1％増
前年比 14．5 6．4 一2．2 1．8 7．9
5大観光地計 7，767 11，864 10，526 9，164 9，174 9，57310．4％増
前　年　比 52．7 一IL3 一13．0 0．1 一6．6
栗　林　公　園 955 2，180 1，828 1，316 1，211 1，08613．7％増
前　年　比 128．31 一16，2 一18．0 一8．0 一10．3
屋　　　　　島 1，203 2，132 1，737 1β79 1，304 噛1，231 2．3％増
前　年　比 77．2 一18．5 一20，6 一5．5 一5．6
琴　　　　　平． 3，650 5，200 4，780 4，430 4，628 4，25016．4％増
前　年　比 42．5 一8．1 一7．3 4．5 一82
小　「豆　　島 ■　1，227 1，373』 1，386 1，297F　l，315 1，3！8 7。4％増
前　年　比 11．9 0．9 一6．4 r　　1．4 0．2
五　　色　　台 732 979 795 742 716 6886．0％増
前　年　比 33．7 一8．8 一6．7 一3．5 L　－3．9
　（注）1．百十四銀行調査部『瀬戸大橋5力年の香川県経済の変化』により筆者が作成した。
　　　2，原資料は各県の締計資料。
2癩戸蠣の購・伴う影響2）一「物の流れ」の変化
　瀬戸夫橋の開通が香川県の「物の流れ」にどういう変化を及ぼしたか検討する。検討課題は
以下の3つである。1つは，輸送機関の変化について，2つは，地域間の物流の変化，3つ
は，物流の総量の変化についてである。
表7を漏と，たしかに，四国4県の乱訴送量は急増しそ・・る．1987年以降5年間（1987
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年～1991年）の輸送量は27，445万トンから34，135万トンに24．4％増加している。この間の全国
輸送量の伸び率（23．7％）をわずかながら上回っている。瀬戸大橋の開通効果とみることもで
きなくはないが，過大評価は危険である。輸送量の伸びでは四国域内が26．8％と大きく，四国
域外輸送量の伸びは19．1％にとどまっている。輸送量の7割は四国内の輸送量である。この構
図は瀬戸大橋の開通後も変わらず，逆に強まっている。開通直前の1987年の輸送量の68．8％は
　　　　　　　　　　　　表7　四国の輸送機関別貨物輸送量（発着貨物）
1987年 1991年 伸び率
輸送量
?
シェア 輸送量
?
シェア 輸送量
四　　国 域　　　外 85，540 ！00．0 31．2 10L840100．0 29．8 19．1
航空機 24 0．0 0．0 30 0．0 0．0 25．0
鉄　道 560 0．6 0．2 972 0．9 0．3 73．6
自動車 25，272 29．5 9．2 28，520 28．0 8．4 12．9
海　運 59，684 69．8 21．7 72β18 7LO 21．2 21．2
域　　　内 189，912 100．0 68．8 239，5n 100．0 70．2 26．8
鉄　道 LOO5 0．5 0．4 628 0．3 0．2 △37．5
自動車 108，818 57．3 65．9 229β41 95．7 67．2 26．8
海　運 7，089 3．7 2．6 9，542 4．0 2．8 34．6
合　　　計 274，452100．0 ！00．0 341β51 100．0 100．0 24．4
航空機 24 0．0 0．0 30 0．0 0．0 25．0
鉄　道 1，565 0．6 0．6 1，600 0．5 0．5 2．2
自動車 206，090 75．1 75．1 257，861 75．5 75．5 25．1
海　運 66，773 24．3 24．3 8L860240 24．0 22．6
全　国　合　計 5，592．5 100．0 100．06，919．3 100．0 100．0 23．7
航空機 0．7 0．0 0．0 0．9 0．0 0．．0 28．6
鉄　道 83．2 L5 L5 85．7 1．2 1．2 3．0
自動車 5，046．1 902 90．2 6，260．8 90．5 90．5 24．1
海　運 462．5 7．1 7．1 571．9 8．3 8．3 23．7
（注）1．原資料は四国運輸局『本州・四国間の旅客及び貨物の動向』や四国運輸局『四国地域貨物流動の
　　　推移』などをもとに作成した。
　　2．△は減少を示す。
　　3．シェアの単位は％，輸送量の単位は四国が千t，全国が百万t。
　　4．それぞれの年次の％は四国の域外，域内，合計と全国の輸送機関別輸送量の構成比を示してい
　　　る。
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四国内の輸送量，開通4年目の1991年の輸送量も70，2％は四国内の輸送量である。
　開通が物流に及ぼす影響をみるには，輸送機関別輸送量が開通後どう変わったのか検討する
必要がある。この視点から表7をみても，瀬戸大橋の開通によって物流の構造が基本的に変
わったとする証拠は見当たらない。四国全体の輸送量の4分の3は開通前も開通後も自動車に
より担われており，開通後も輸送構造は変わっていない。四国から域外に輸送する貨物の約7
割は開通後も海運である。開通後の貨物輸送の主役を期待された自動車輸送量は，1987年が
29，5％，1991年が28．0％と3割未満，開通後に逆に低下している。鉄道輸送量は1991年が輸送
量全体の0．9％，1％未満にすぎない。
　瀬戸大橋の開通後，四国各県の貨物輸送量が目立って増加したとする証拠はない。県別にみ
ると，香川県と域外（四国外）の貨物輸送量（発着貨物，搬入量と搬送量の合計）は，1985年
が約30百万トン，開通後の1989年は約32百万トン，以下，1990年は約31百万トン，1992年目約
28百万トソ，1993年は約28百万トン，1994年中約30百万トン，1995年は約33百万トンである。
輸送量はこの間，増えるどころか減少傾向をたどっている。この傾向は他県も同じである。徳
島県も1985年が約12百万トソ，1989年が約16百万トソ，1990年が約14百万トン，1992年が約14
百万トン，1995年遅約13百万トンと減少傾向にある。数字だけをみると，高知県や愛媛県の域
外輸送量：の変化は著しい。高知県の域外輸送量は1985年の約18百万トンが1989年には約23百万
トン，1991年には約25百万トソに増加し，愛媛県の域外輸送量も1985年の約28百万トンから
1989年には約30百万トン，1992年には約33百万トンに増加している。この数値をみても，瀬戸
大橋の開通が四国の物流の増大や活発化に大いに寄与しているとはいえない。むろん，開通が
バブル崩壊直前であったこと，不況が長期化している事情を考慮する必要もあろうが，それに
しても瀬戸大橋開通後の貨物輸送量は急増には当たらない。
　以上は，瀬戸大橋の開通が四国とくに香川県の「人の流れ」「物の流れ」にどう影響したか，
物や人の交流の拡大につながったかどうかについての数値分析であるが，これをみる限り，鉄
道と道路の供用橋である瀬戸大橋に期待された社会経済面の効果は必ずしも大きくない。効果
も一過的・バブル的な効果であった。四国とくに香川県や県内経済界が計画時や完成前に期待
した社会経済構造のコペルニクス的転換にはほど遠い。県や産業界などが瀬戸大橋の「本四屈
強線」および「瀬戸中央自動車道」に期待した本州・四国間の時間短縮を計画通り実現したと
して，なお，それが直接，輸送量や人の移動量を飛躍的かつ安定的に拡大する効果になったと
はいえない。
　鉄道橋としての瀬戸大橋，（高速）自動車道としての瀬戸大橋が期待通り実績を残したのは
ただ1つ，本州・四国間の時間距離を確実に短縮したこと，いわゆる時間短縮である。開通前
の本州・四国間の交通手段は船便と航空便であった。航空便には大量：輸送の困難のほかに，経
済的リスクという弱点がある。一方，船便には移動時間の長さとそれに伴う心理的距離感とい
　う問題がある。瀬戸大橋の開通は航空便と船便の弱点を解決したといえる。そして実際，「本四
睡眠線」と「瀬戸中央自動車道」の供用開始は本州・四国間の移動時間を著しく短縮した。高
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松・東京間の最速到着時間は開通前の5時間55分から4時間26分（1993年3月実績）に短縮し
たし，高松・大阪間は2時問51分から1時間52分に，高松・岡山間も1時間40分から55分に短
縮している。徳島・東京間も開通前の7時間51分から5時間49分に，松山・東京間も8時間51
分から5時間53分に，高知・東京間も8時間39分から5時間44分に短縮している。これに今
後，四国横断自動車道や四国縦断自動車道など高速自動車網を整備し，全面開通にいたり，さ
らに「バイパス道」などが完成した場合，四国の主要都市と東京や大阪など本州の主要都市間
の時間短縮はさらに進行するであろう。ところが，前述のように，時間短縮から経済効果も期
待できるはずであるが，輸送の主役は鉄道および自動車に全面的に交替していない。「瀬戸中
央自動車道」に関していえば，利用者が予想外に伸び悩んだ背景には，高い通行料設定があっ
た。
　3）瀬戸大橋の開通に伴う影響（3）一「アンケート調査」から
　これまでの分析から指摘できることは，瀬戸大橋の開通に伴う効果が期待に反して軽．微で
あったという事実である。’観光客などはたしかに開通初年度，「本四備讃線」や「瀬戸中央自動
車道」に殺到し，バブル的な集客現象を呈し，開通効果の様相を現出している。だがその効果
は一過的である。そして実際，四国の観光地には期待通り多数の観光客が安定的・恒常的に集
まらなかったし，貨物輸送量も開通後必ずしも急増しなかった。とくに四国域外との物流は拡
大につながっていない。本四公団が「瀬戸中央自動車道」の通行料金を高めに設定したことも
物流の拡大に水を差したし，物流構造を変える際の障害にもなった。
　四国4県にとって瀬戸大橋の開通は間違いなく歴史的出来事であるが，開通後の数値が示す
ように，四国各県の，とくに香川県の社会経済的構造に及ぼす影響や効果は必ずしも大きくは
なかった。つまり，香川県や経済界などの期待と開通後の実績との間には明らかにひらきがあ
る。そこで，以下，香川県や経済界が開通後に県民や企業を対象に実施した，以下の4つの調
査をもとに瀬戸大橋の効果やかかわりについて検討する。
　1つは，香川県が企業振興公社経済研究情報センターに委嘱し，県内の事業所（とくに製造
業）！，000社を対象に調査した（回答382社）報告書（r瀬戸大橋開通影響調’査報告書』，1990
年）である。
　2つは，香川県企画部が県内の本店・支店など事業所（対象3，146社，回収1，096社）と支店
の従業員を対象（932名，回収674名）に調査した報告書（r支店経済等調査報告書』，1994年）
である。
　3つは，四国地方建設局道路部が四国および近畿に本社を置く製造業の企業中，香川県内に
支店を置く企業を優先し，かつ年商が高い順に抽出し調査した（近畿については対象484社，回
収80社，四国については対象395社，回収138社）報告書（『本四インパク』ト調査一企業ヒヤリン
グの概要』，’1996年差である。
　4つは，地元の百十四銀行調査部が県内全域の10代以上の県民500人を無作為抽出した調査
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（回答は184人）と香川県トラック協会会員を対象にしたアンケート調査（発送200社，回答数
102社）の報告書（『瀬戸大橋架橋5か年の香川県経済の変化』，1993年）である。
　まず瀬戸大橋が県民生活に与えた影響を，百十四銀行調査部の調査（『瀬戸大橋架橋5か年
の香川県経済の変化』）を通じてみる。この調査は開通5年目の1992年に，1年間に県民が開通
を契機に対岸の岡山県に買い物や観光・レジャーなどに出向いた回数などについて調査したも
のである。調査によると，岡山県に買い物に出向いたのは，開通前が県民の23．4％，開通後は
36．4％，観光やレジャーに出向いた県民は開通前が62．6％，開通後は72．3％である。たしかに
岡山県行きは開通後増えており，回数も増えている（買い物は開通前が1．9回，開通後が3．3
回，観光・レジャーは開通前が2．！回，開通後が3．0回）。その意味でも瀬戸大橋の開通は県民の
生活圏・行動圏の拡大に確実につながっている。買い物ではファッション品（44．8％），実用衣
料（38．8％），食料品（19．4％）などが目立つが，その際に利用する交通機関の82．1％は「本四
黒瀬線」である。「瀬戸中央自動車道」は55．2％，特急線バスは！7．9％，船・フェリーは
13。4％，大多数が瀬戸大橋経由で買い物に出ている。観光やレジャーの訪問先は観光地やレ
ジャーランド（72．9％），美術展や文化展（36．1％）が多い。コンサートや演劇（3．0％）は少
ない。66．2％が「本四備讃線」，53．4％が「瀬戸中央自動車道」，15％が特急線バス，圧倒的多
数が瀬戸大橋を利用している。海上交通（船・フェリー）は14．3％と少ない。こうした点に注
目し，百十四銀行は「JRが好調を持続していることや，四国内の高速道路網が整備されるに
伴い瀬戸中央自動車道の利用が増えていることからも分かるように，瀬戸大橋の価値は一層高
まっている。そしてそれら時間距離の短縮により，通勤，通学を始め，買物，観光などでの利
用者の増加など香川県ひいては四国に住む人の生活圏が大きく拡がりつつある」と認識・評価
している（注9）。問題は貨物など物流の輸送手段と．して瀬戸大橋をどう評価するかである。
　そこで，香川県トラック協会会員を対象にした調査をみると，四国域外輸送を営業する45％
の会員（近畿便が20％，関東便が！2％，中国便が8％）のうち，瀬戸大橋を利用するトラック
協会員は往便利用・復便利用ともに37％にすぎず，利用率は必ずしも高くない（中讃地方の会9
員が往便62％，復唱61％，西讃地方の会員が往便49％，郵便46％，高松地方の会員が往便
26％，復便28％）。「開通以来，トラックの瀬戸大橋通行台数は順伸しているが，5年を経過し
た現在では回答企業の瀬戸大橋利用率は37％にとどまっており，今後の利用率アップが待たれ
ている。」（注10）この現実こそが瀬戸大橋利用の実態である。｝ラック輸送の瀬戸大橋利用が低
迷してきた背景には，業界の経営を圧迫する通行料金の高い設定がある。このことは回答企業
102社中の54社が通行料金に割高感をもっており，協会会員も瀬戸大橋にシフトする際の条件
として，通行料の値下げをあげていることでも明らかである。・
　つぎに製造業界や県内に支店をもつ大企業の瀬戸大橋に対する期待・評価についてみる。財
団法人・香川県企業振興公社は開通3年目の1990年9月（県下の製造業1000性を白黒に調査
し，回答382社，表8の上段）と開通4年目の1991年10且（県下の製造業1300社を対象に調査
し，回答542社，表8の下段）に調査し，さらに1990年9月に県内に支店をもつ大企業について
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調査し（上場企業を中心に対象600社，回答360社），そのつど報告書を発表している（r瀬戸大
橋開通影響調査報告書』）。
　まず製造業からみる。表8の上段が示すように，瀬戸大橋から「非常に大きなメリット」を
感じている企業は，382社中わずか16社（4．2％）にすぎない。「メリットはあった」の150社
（39．3％）をくわえても43．5％，半分に達しない。半分以上（51．8％）の198社は瀬戸大橋の開
通後も「変化はない」とみている。瀬戸大橋の開通に「デメッリトがあった」とする企業17社
（4，5％）をくわえると，製造業の215社（56．3％）は開通を評価も期待もしていないことにな
る。地域別にみると，中讃地域の企業（「非常に大きなメリット」が6．3％，「メリットはあっ
た」が48．4％）と西讃地域の企業（「非常に大きなメリット」が6．0％，「メリットがあった」
　　　　　　表8　瀬戸大橋開通のメリット　　上段は1990年の調査，下段は1991年の調査
西讃地域 中讃地域 高松地域 丁丁地域 小豆島 合　　計
メリットの程度 67（100）95（100）146（100）55（100）19（100）382（100）
49（100）116（100）325（100）24（100）28（100）542（100）
非常セこ大きなメリ
bト
4（6．0） 6（6．3） 6（4．1） 一（一） 一（　一） 16（4．2）
5（10．2） 6（5．2） 18（5．5） 1（4．2） 1（3．6） 31（5．7）
メリットがあった 29（43．3）46（48．4）59（40．4）15（27．3） 1（5．3）150（39．3）
15（30．6）57（49．1）144（44．3）7（29．2） 6（21．4）229（42．3）
変わらない 29（43．3）40（42．1）75（51．4）37（67．3）17（89．4）198（51．8）
26（53．1）49（42．2）147（45．2）16（66．7）20（71．4）258（47．6）
デメリットがあっｽ
4（6．0） 3（3．2） 6（4，1） 3（5．4） 1（0．2） 17（4．5）
3（6．1） 4（3．4） 13（4．0） 一（　一） 一（　一） 20（3．7）
非常に大きなデメ
潟bト
1（1．4） 一（　一） 一（一） 一（　一） 一（　一） 1（0．2）
一（　一） 一（　一） 3（0．9） 一（　一） 一（　一） 3（0．6）
開通の具体的効果 67（100）95（100）146（100）55（100）19（100）382（100）
49（100）116（100）325（100）24（100）28（190）542（100）
売上高・受注量増ﾁ
13（19．4）！8（18．9） 28（19．2） 3（5．5） 1（5．3） 63（16．5）
10（20．4）32（27．6）79（24．3） 4（16．7） 6（21．4）131（24．2）
仕入販売面で期待 16（23．9）19（20．0）23（15．8） 4（7．3） 一（一） 62（16．2）
1i（22．4）21（18．1）58（17．8） 2（8．3） 1（3．6） 98（17．2）
従業員の増加 一！一） 2（2．1） 3（2．1） 一（　一） 一（　一） 5（1．3）
2（4．1） 4（3．4） 10（3．1） 2（8．3） 一（　一） 18（3．3）
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利益の増加 4（6．0） 6（6．3） 4（2．7） 一（　一） 一（　一） 14（3．7）
1（2．0） 3（2．6） ！2（3．7） 2（8．3） 2（7．1） 20（3．7）
投資増・事業の拡 7（10．4） 5（5．3） 12（8．2） 2（3．6） 一（　一） 26（6．8）
4（8．2） 6（5．2） 29（8．6） 一（　一） 一（　一） 38（7．0）
新規事業活動に参 一（　一） 6（6．3） 2（1．4） 一（　一） 一（　一） 8（2．1）
一（一） 3（2．6） 8（2．5） 一（　一） 一（　一） 11（2．0）
地域経済の活発イヒ 15（22．4）32（33．7）50（34．2）15（27．3） 1（5，3）113（29．6）
16（32．7）48（41．4）116（35，7）3（12．5） 2（7．1）185（34．1）
他県企業進出，競
㊨ｻ
10（14．9） 6（6．3） 16（10．9） 1（1．8） 一（　一） 33（8．6）
8（16．3） 14（12．1）39（12．0） 3（12．5） 一（　一） 64（11．8）
人手不足が発生 32（47．8）46（48．4）50（34．2）15（27，3） 1（5．3）144（37．7）
16（32．7）46（39．7）90（27．7） 5（20．8） 6（21．4）163（20．1）
効果はなかった 24（35．8）28（29．5）52（35．6）32（58．2）18（94．7）154（40．3）
17（34．7）27（23．3）99（30．5）14（58．3）15（53．6）172（3！．7）
その他 5（7．5） 9（9．5） 12（8．2） 7（12．7） 一（　一） 33（8．6）
3（6．1） 7（6．0） 23（7．1） 3（12．5） 5（17．9）41（7。6）
大橋ブームの影響 67（100）95（100）146（100）55（100）19（100）382（100）
49（100）116（100）325（100）24（100）28（100）542（100）
直接的影響があっｽ
1（1，5） 4（4．2） 4（2．8） 一（　一） 一（　一） 9（2．4）
1（2．0） 10（8，6）31（9．5） 1（4．2） 4（14．2）47（8．7）
間接的影響があっｽ
14（20．9）22（23．2）42（28．8） 4（7．3） 一（　一） 82（21。5）
13（26．5）43（37．1）101（31．1）3（12．5） 6（21．4）166（30．6）
影響はなかった 42（62．7）60（63．1）90（61．6）43（78．2）18（94．7）253（66．2）
32（66．5）53（45．7）157（48．3）17（70．8）16（57．！）275（50．7）
悪影響があった 5（7．5） 7（7．4） 5（3．4） 5（9．1） 1（5．3） 23（6．0）
一（　一） 4（3．4） 19（5．8） 1（4。2） 一（　一） 24（4．4）
わからない 5（7．4） 2（2．1） 5（3．4） 3（5．4） 一（　一） 15（3．9）
3（6．1） 5（4．3） 16（4．9） 2（8。3） 2（7．1） 28（5．2）
（注）1，香川県企業振興公社経済研究情報センター『瀬戸大橋開通影響調査報告書』より筆者が作成した。
　　2。下段（1991年）については「不明」を削除した。
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が43．3％）の評価・期待が相対的に高いが，全県的には評価は必ずしも高くない。
　つぎに企業が何をメリットと感じているか，瀬戸大橋の開通から受ける具体的効果について
みる。県下全体では瀬戸大橋の直接的効果として，企業は主に「売上高・受注量の増加」
（16．5％）　「仕入販売面で本州の期待が高まった」（16．2％）「投資を増やし事業を拡張した」
（6．8％）をあげている。西讃地域と中讃地域の企業は直接的効果として「売上高・受注量の増
加」（19．4％と18．9％）や「仕入販売面で本州の期待が高まった」（23．9％と20．0％）をあげて
いる。これに間接的効果としての「全般的に地域経済が活性化した」（22．4％と33．7％）をくわ
えた効果が瀬戸大橋の開通効果である。高松地域の企業も直接的効果として「売上高・受注量
の増加」（19．2％）と「仕入販売面で本州の期待が高まった」（15．8％）をあげ，これに「投資
を増やし事業を拡張した」（8．2％）をくわえた効果が代表的な直接的効果である。間接効果と
して「全般的に地域経済が活性化した」（34．2％）をあげる企業も少なくない。
　その一：方，企業は瀬戸大橋の開通からデメリットも受けている。県下全体では瀬戸大橋の開
通に伴って「人手不足が発生した」（37．7％）や「他県企業が進出し競合が発生した」など悪影
響を受けている。西讃地域の企業の47．8％は「人手不足が発生した」と悪影響を認めており，
企業の22．5％は「競合の発生」をあげるなど，開通後のデメリットを具体的にあげている。中
讃地域の企業も「人手不足」（48．4％）と「競合の発生」（6．3％）をデメリットとしてあげてい
る。高松地域の企業の34，2％は「人手不足」，10，9％は「競合の発生」をデメリットとしてあげ
ている。つまり，3地域の企業などは瀬戸大橋の開通にメリット以上のデメリットを実感して
いる。くわえて，県下全体の40．3％，西讃地域の35．8％，中卒地域の29．5％，高松地域の
35．6％，東野地域の58．2％，小豆島の94．7％の企業は，瀬戸大橋の開通が企業活動に「効果は
なかった」と否定的である。企業にとって開通効果が軽微であることは，一過的であった「瀬
戸大橋観光ブームの影響」についての企業の評価にもあらわれている。「観光ブームの影響」を
間接的にも認める企業は，県下全体の82社（21．5％）にすぎない。直接的影響を認める企業は
県下全体でわずか9社（2．4％）にすぎない。382社中の253社，企業の66．3％は影響がなかった
としている。23社（6，0％）は「むしろ悪影響があった」とし，瀬戸大橋の開通にデメリヅトを
みている。1991年目調査結果でも同様の評価が示されている（表8の下段）。
　ところで，瀬戸大橋の影響は県内の製造業と県内に支店を置く大企業（以下，大企業）では
違いがみられる。瀬戸大橋の開通から「直接的な影響」を受けている大企業は360社中33社と決
して多くないが（製造業は1990年が2．4％，1991年が8．7％），「間接的な影響」は大企業の過半
数以上（185社，51，4％）が受けている。「間接的な影響」を認める製造業の1990年の21．5％，
1991年の30．6％の間には有為差がある。その一方，大企業は製造業以上（1990年が6．0％，
1991年が4．4％）に瀬戸大橋の開通効果に懐疑的で，大企業の123社，34．2％は，瀬戸大橋の開
通が企業活動に「影響がなかった」としている。
　つぎに香川県企画部が調査した報告書（r支店経済等調査報告書』，1994年）を通じて，支店
　（県内に支店があり県外に本店がある企業）と県内企業（県内に本店をもつ企業）が瀬戸大橋
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の開通から受けた影響について検討する。この調査は香川県企画部が富士総合研究所に調査を
委託したものであるが，瀬戸大橋開通の影響について，以下の2つの設問を用意している。1
つは，「昭和63年置瀬戸大橋の開通によって香川県や支店・企業が受けた影響について」，2つ
は，「瀬戸大橋開通によって香川県が受けたプラスの影響とマイナスの影響について」である。
そして表9には支店と県内企業の回答内容が示されている。
　瀬戸大橋の開通が「四国内での香川県の中枢性」を高めたと評価する支店は31，3％（一方，
「そうは思わない」は25．8％），「他の経済圏に組み込まれるようになった」とする支店は
22．7％（「そうは思わない」は30．5％），「支店の営業範囲が拡大した」とする支店は12．0％
（「そうは思わない」は56．0％），「支店の社内での格付けが上がった」とする支店は4．6％（「そ
うは思わない」は66．1％），支店経済として開通を評価する回答は予想外に少ない。支店にとっ
ても瀬戸大橋の開通が必ずしも好い影響を与えていないこと，評価が大きくないことを示して
いる。このことは県内企業にとっても大同小異である。瀬戸大橋の開通を契機に「四国内での
香川県の中枢性」が高まったと評価する県内企業は，支店よりたしかに高いが（41．0％），それ
でも過半数には達しない。その一方，開通に伴って企業の「営業範囲が拡大した」とプラス影
響に着目する企業は，県内企業の2割未満（19．8％）にすぎない。県内企業の41，8％は瀬戸大
橋の開通を契機に「営業範囲が拡大した」とする評価・認識には否定的である。
　　　　　　　　　表9　瀬戸大橋の開通に伴う香川県や支店・県内企業への影響
支　　　　　　　　店 県　　内　　企　　業
合　計
そ　う
v　う
どちら
ﾆもい
ｦない
そうと
ﾍ思わ
ﾈい
合　計
そ　う
v　う
どちら
ﾆもい・
ｦない
そうと
ﾍ思わ
ﾈい
四国内での香川県の中枢性が
bﾜった
399 ！25 171 ・103’ 388 159 ！76 53
100 31．3 42．9 25．8 100 41．0 45．4 13．7
他の経済圏に組み込まれるよ
､になった
397 88 ！88 121 392 97 206 89
100 22．2 47．4 30．5 100 24．7 52．β 22．7
支店・企業の営業範囲が拡大
ｵた
393 51 122 220 385 76 148 161
100 ！3．0 31．0 56．0 100 19．7 38．4 41．8
支店が社内での格付けが上が
ﾁた
392 18 115 259 一 一 一 一
100 4．6 29．3 66．1 一 一 一 一
　（注）1．香川県『支店経済等調査報告書』（1994年）により筆者が作成した。
　それでは支店や県内企業は瀬戸大橋の開通から具体的にどういう影響を受けたのか。支店や
県内企業が受けたプラスの影響とマイナスの影響について聞き取った結果が表10である。支店
がプラスの影響としてあげているのは，「観光などの整備が促進した」が56．7％，「流通の合理
化が促進した」が54．7％，「買い物などの生活の利便性が向上した」が41．8％，「企業の立地が
促進した」が29．5％，「文化や教育の機会が増加した」が21．9％，「地域格差が是正された」が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』一163一
瀬戸大橋の開通に伴う香川県の社会経済的影響（1）一「本四
架橋」の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（田口）
19．4％，プラスの影響としてはこれらが目立っている。これに対して，県内企業がプラスの影
響としてあげているのは，「観光などの整備が促進した」の59．0％，「流通の合理化が促進し
た」の58．0％，「買い物など生活の利便性」の43．3％，「企業の立地が促進された」の25．3％が
代表的である。一方，マイナスの影響として，支店は瀬戸大橋の開通に伴って「地場産業が停
滞した」38．2％，「人口の定住化が停滞した」30．3％，「地域格差が拡大した」29．5％，「商業が
衰退した」27．9％，「企業の立地が停滞した」20．3％，「農林水産業が衰退した」19．9％をあげ
ている。県内企業はマイナスの影響として「地場産業が停滞した」37．9％，「地域格差が拡大し
た」32．0％，「商業が衰退した」28．9％，「人口の定住化が停滞した」21．9％を主にあげてい
る。企業にとっても瀬戸大橋の開通効果が決して大きくないこと，メリットのみならずデメ
リット・悪影響が少なくないことを物語っている（注11）。
　　　　　表！0瀬戸大橋の開通に伴うプラスの影響とマイナスの影響（支店と県内企業）
支　　　　　　　　店 県　　内　　企　　業
プラス影響 マイナス影響 プラス影響 マイナス影響
実　数
?
実　数 ％ 実　数
?
実　数
?
雇用機会が増大（減少）した 43 10．7 36 10．3 38 9．8 45 17．6
人口の定住化が促進（停滞）
ｵた
18 4．5 76 30．3 13 3．4 56 21．9
文化・教育機会が増加（減少）
ｵた
88 21．9 6 2．4 87 22．4 4 L6
買い物など生活利便性が向上
i低下）した ！68 4L8 9 3．6 168 43．3 6 2．3
地域格差が是正（拡大）されｽ 78 19．4 74 29．5 60 15．5 82 32．0
農林水産業の振興が促進（停
ﾘ）した
6 1．5 50 19．9 4 1．0 48、 18．8
地場産業の振興が促進（停滞）
ｵた
46 1L4 96 38．2 39 10．1 97 37．9
企業の立地が促進（停滞）しｽ 120 29．9 51 20．3 98 25．3 47 18．4
商業の振興が促進（衰退）しｽ 51 12．7 70 27．9 49 12．6 74 28．9
流通の合理化が促進（停滞）
ｵた
220 54．7 14 5．6 225 58．0 2 0．8
観光などの整備が促進（停滞）
ｵた
228 56．7 34 13．5 229 59．0 15 5．9
合　　　　　　　　計 402 ！00 251 100 388 100 256 100
（注）1．香川県『支店経済等調査報告書』（1994年）により筆者が作成した。
（注）
1．拙稿「『本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（1）一瀬戸大橋と明石大橋についての
　事例研究」（r立正大学社会福祉研究所年報』第2号，2000年）を参照されたい。
2．大規模開発事業の計画・着工段階における開発効果予測・期待について，筆者は同上の論文で論述
　しているが，さらに拙著『工業化と企業都市の構造変化一千葉県と市原市の実証的研究』（本の泉社，
　1999年）で詳述している。
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3，百十四銀行の調査では開通前に香川県内で投資された公共事業費は，1982年が2，154億円，1983年が
2，770億円，1984年が3，368億円，1985年が3，653億円，1986年が3，398億円，1987年が2，939億円，1988
年が2，362億円と膨大である。
4．財政問題の視点から「本四架橋」問題にアプローチした研究としては，四国学院大学・橋本了一教授
　などの研究成果が興味深い。橋本教授の最：近の論文「本四連絡橋建設の地域社会への影響一公共事業
　の総合的評価へのアプローチ」（『経済』2000年2月号，新日本出版社）は注目に値する。
5．拙稿「『本四架橋』の地域経済に及ぼす影響に関する実証的研究（1）一瀬戸大橋と明石大橋についての
　事例研究」（『立正大学社会福祉研究所年報』第2号）131～132頁を参照されたい。資料は財団法人香川
　県企業振興公社経済研究情報センター編『昭和63年度版香川県の経済一瀬戸大橋の架橋と香川県経済
　の変化』による。
6．正岡利朗著「瀬戸大橋を含む交通基盤整備の地域経済に及ぼすインパクト」（井原健雄編著『瀬戸大
　橋と地域経済一21世紀への架け橋の軌跡と課題』頚草書房，1996年，109～112頁）を参照されたい。
7．『平成5年版香川県の経済』（香川県企業振興公社経済研究情報センター発行）には百十四銀行調査
　部の調査報告「瀬戸大橋架橋5か年の香川県経済の変化」が発表されている。
8．JR四国が各年5月現在の定期券利用者について調査した結果である。
9．百十四銀行調査部『瀬戸大橋架橋5か年の香川県経済の変化』（1993年12月作成）10頁。
10．同上，14～15頁。
11．筆者のこうした評価と異なり，瀬戸大橋の開通後の効果実績を積極的に評価する見地もある。「本四
　架橋」の推進主体であり事業主体でもあった四国地方建設局・日本道路公団高松建設局・本州四国連
　絡公団第二管理局が1996年2月に発表した報告書r本四架橋・高速道路の利用状況とインパクト調査
　一瀬戸大橋開通7年間・四国の高速道路開通10年間の検証』や，四国地方建設局道路計画第二課編
　r本四間の交通流動一平成6年度センサスの分析』（1997年8月）に代表される評価である。
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